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１．はじめに 

令和 2 年度税制改正において、国内の事業会社またはそ

の国内ＣＶＣ（Corporate Venture Capital）が、スタートア

ップ企業とのオープンイノベーションに向け、スタートア

ップ企業の新規発行株式を一定以上取得した場合、その株

式の取得価額の 25%を所得控除できる制度が創設されまし

た。また、令和 5 年度税制改正により、令和 5 年 4 月 1 日

以降にスタートアップ企業の成長に資するＭ&Ａ（議決権の

過半数の取得）を行った場合、その取得した発行済株式に

ついても同制度の対象となりました。 

この制度は令和 8 年 3 月 31 日までの出資や取得が対象

であり、適用期限まで残り 1 年を切っている制度となりま

す。本稿では、令和 5 年 4 月 1 日以降の出資を対象に、制

度の概要と仕組みについてご説明します。 

２．制度の概要 

(1)優遇措置の内容 

①新規出資型 

国内の対象法人等が、オープンイノベーションを目的

としてスタートアップ企業の株式を出資により取得する

場合、取得価額の 25%を課税所得から控除できます。 

(出典：経済産業省「オープンイノベーション促進税制(新規出資型)の概要」) 

②M&A 型 

 国内の対象法人等が、スタートアップ企業の M&A(議

決権の過半数の取得)を行った場合、取得した発行済株式

の取得価額の 25％を課税所得から控除できます。 

(出典：経済産業省「オープンイノベーション促進税制(M&A 型）の概要」) 

(2)主な適用要件 

 ①新規出資、M＆A の要件 

㋑新規出資要件 

・大企業による出資 1 億円以上/件 

・中小企業による出資 1,000 万円以上/件 

・海外法人への出資 一律５億円以上 

・資本金の増加に伴う金銭による株式取得であること 

・取得株式を３年以上保有する予定であること 

・オープンイノベーションに向けた出資(純投資等を

除く)であること 

㋺M&A 要件 

・株式取得価額 5 億円以上/件 

・M&A をされるスタートアップ企業以外の者から購

入により取得する発行済株式で、その取得により議

決権の過半数を有することとなること 

・取得株式を５年以上保有する予定であること 

・オープンイノベーションに向けた M&A(純投資等を

除く)であること 

②出資・投資企業の要件 

・青色申告書提出法人であること 

・株式会社その他これに類する法人、対象法人（出資・

投資企業）が主体となる CVC であること 

③スタートアップ企業の要件 

・既に事業を開始している設立 10 年未満（一定の場合は

設立 15 年未満）の未上場の株式会社など 

・一つの法人グループが株式の過半数を有していない 

・法人以外の者（LPS、民法上の組合、個人等）が３分の

１超の株式を有している 

④オープンイノベーション要件 

・出資（投資）企業が、高い生産性が見込まれる事業ま

たは新たな事業の開拓を目指した事業活動を行うこと 

・上記の事業活動において活用するスタートアップ企業

の経営資源が、自社にとって不足するもの、かつ革新

的なものであること 

・上記の事業活動の実施にあたり、自社からスタートア

ップ企業にも必要な協力を行い、その協力がスタート

アップ企業の成長に貢献するものであること 

⑶経済産業省への申請 

確定申告書に経済産業大臣の交付する証明書を添付する

必要があります。証明書交付申請は、申請書類の準備や当

局の審査などに時間がかかるため、適用を受ける場合は、

遅くとも確定申告書の提出期限の 4 か月前には準備を始め

ることをお勧めします。 

また、制度適用後、新規出資型は 3 年間、M&A 型は 5 年

間、経済産業大臣への継続証明書交付申請が必要になりま

す。さらに、M&A 型は M&A から 5 年以内に M&A をした

スタートアップ企業が成長要件（売上高成長類型、成長投

資類型、研究開発特化類型の 3 類型があり、それぞれ数値

要件があります。）を達成したことを証明するための手続が

必要となり、成長要件が未達成の場合、5 年後に所得控除し

た額を益金算入しなければなりません。 

なお、新規出資型及び M&A 型ともに、株式を譲渡した場

合や配当金を受けた場合等、益金算入をしなければならな

い複数の（かつ細かい）要件があるため留意が必要です。 

３．おわりに 

この制度は「オープンイノベーションに向けた出資・

M&A（純投資等を除く）であること」が重要になります。

経済産業省への申請においてもオープンイノベーションの

取り組みの内容を記載した資料の提出が求められます。そ

のため、申請のポイントはいかにオープンイノベーション

の取り組みをアピールするかにかかっています。 


